注記（各会計合算財務諸表）
１　重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法
①事業用資産、インフラ資産、リース資産及びソフトウェア
「大阪府公有財産台帳等処理要領」で定める耐用年数に基づき定額法により算定しています。
②重要物品
「物品調達システム取扱要領」で定める耐用年数に基づき定額法により算定しています。
（２）法人等出資金の評価基準及び評価方法
地方自治法第238条第１項第６号及び第７号に規定する出資金等を、取得原価により計上しています。ただし、時価又は実質価額が著しく低下したものについては、「出資金の減額に関する取扱要領」に基づき相当の減額を行なった後の価額で計上しています。
（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産を、取得原価により計上しています。ただし、正味売却価額が取得原価を下回っているときには、正味売却価額で計上しています。
（４）引当金の計上基準
①不納欠損引当金
未収金の回収不能（貸倒）に備えるため、一般債権については、回収不能実績率により、貸倒等懸念債権等、特定の債権については個別に回収可能性を検討した上、回収不能見込額を計上しています。
②貸倒引当金
貸付金の回収不能（貸倒）に備えるため、一般債権については、回収不能実績率により、貸倒等懸念債権等、特定の債権については個別に回収可能性を検討した上、回収不能見込額を計上しています。
　　　③退職手当引当金
職員の退職手当に備えるため、当会計年度末において在職する職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。
④賞与引当金
職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当会計年度末までに発生していると認められる額を計上しています。
（５）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
①有形固定資産の計上基準
事業用資産、インフラ資産、重要物品、リース資産及びソフトウェアの貸借対照表価額は、取得原価により計上しています。ただし、行政サービス提供能力が著しく減少した場合は、減損会計を適用しています。
②財務諸表の金額の表示
各会計合算財務諸表においては、会計間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去した金額で表示しています。
③出納整理期間
当会計年度に係る出納整理期間（平成2５年4月1日～5月31日）の取引を当会計年度の取引としています。
④地方債発行差金の会計処理
地方債の発行額と収入済額の差額である発行差金については、当期の費用に計上しています。
⑤消費税及び地方消費税の会計処理
　　税込方式によっています。
２．重要な後発事象
○組織・機構の大幅な変更（平成2５年4月1日付）
・大阪府、大阪市共同の内部組織として、大阪府市大都市局を設置しました。
・大阪市内３府税事務所（中央、なにわ西、なにわ東）を統合（中央府税事務所）しました。
３．偶発債務
（１）債務保証または損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの
主なもの
	事項
	期間
	限度額

	出資法人キャッシュ・マネジメント・システムによる事業資金の借入及び貸付に対する損失補償
【一般会計・総務部・行政改革推進事業】
	平成２５年度
～
平成２８年度
	160億円の元本及び利子

	出資法人キャッシュ・マネジメント・システムによる事業資金の借入及び貸付に対する損失補償
【一般会計・総務部・出資法人改革推進事業】
	平成２５年度
～
平成２７年度
	161億円の元本及び利子

	平成18年度大阪府育英会事業損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成42年度
	124億71百万円

	平成19年度大阪府育英会事業損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成43年度
	135億47百万円

	大阪府育英会奨学金事業にかかる資金借入に対する損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成33年度
	324億82百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

	平成25年度中小企業向け融資損失補償
【一般会計・商工労働部・制度融資事業】
	平成25年度
～
平成52年度
	95億38百万円

	中小企業等金融新戦略事業（貸付債権プール型部分保証制度等）損失補償
【一般会計・商工労働部・政策融資事業】
	平成25年度
～
平成30年度
	81億77百万円

	平成25年度大阪府道路公社事業資金借入金に対する債務保証
【一般会計・都市整備部・道路事業】
	平成25年度
～
平成３５年度
	70億円の借入金の元金及び
利子並びに清算金

	平成19年度大阪府道路公社事業資金借入金に対する債務保証
【一般会計・都市整備部・道路事業】
	平成25年度
～
平成29年度
	80億円の借入金の元金及び利子

	平成元年度から13年度の大阪府土地開発公社公共用地取得事業資金借入金に対する債務保証
【一般会計・都市整備部・用地事業】
	平成2５年度
～
平成34年度
	235億25百万円

	平成２５年度大阪府土地開発公社公共用地取得事業資金借入金に対する債務保証
【一般会計・都市整備部・用地事業】
	平成2５年度
～
平成２９年度
	77億51百万円

	平成24年度大阪府住宅供給公社事業損失補償
【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】
	平成２５年度
～
平成36年度
	167億47百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

	平成23年度大阪府住宅供給公社事業損失補償
【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】
	平成2５年度
～
平成35年度
	69億82百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

	平成19年度大阪府住宅供給公社事業損失補償
【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】
	平成2５年度
～
平成31年度
	　75億円の借入金の元金及び利
子並びに清算金


（２）係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの中で重要なもの
	項目
	訴訟内容

	保険代位による求償金請求事件

	府営上屋の使用許可を受けて荷主から貨物を預かり保管していた運送会社と損害保険契約を締結していた保険会社が、府発注の屋根の塗装工事で生じた雨漏りにより、貨物に損害を受けたため、荷主に保険金を支払ったことから、保険代位により損害賠償請求権を取得したとして、府などに対して2,200万円の損害賠償を求める訴えを平成22年6月10日に提訴されました。
また、当該府発注工事の下請業者と損害保険契約を締結していた別の保険会社から同様に、１億円の損害賠償を求める訴えを平成24年2月2日に提訴されました。

	損害賠償請求事件
	原告らは、平成22年１月に発生した刑事事件の被害者及び遺族であるが、平成19年当時に大阪府公安委員会が行った本件被疑者に対する許可更新処分について、本件処分が要件を充足しない違法なものであったこと、並びに本件処分の前提をなす警察による事実の調査及び検討に懈怠がなければ、本件刑事事件を予見することができたなどとして、平成24年12月25日、大阪府ほか２名に対して、連帯して総額103,517,846円の支払いを求めて提訴したもの。


４．追加情報
（１）固定資産の減損の状況
	会計
	区分
	種類
	部局
	減損損失額
（単位：百万円）

	一般会計
	行政財産等
	土地
	総務部
	０

	
	
	
	健康医療部
	153

	
	
	
	商工労働部
	0

	
	
	
	都市整備部
	0

	
	
	
	計
	153

	
	
	建物
	総務部
	142

	
	
	
	福祉部
	50

	
	
	
	健康医療部
	99

	
	
	
	商工労働部
	0

	
	
	
	都市整備部
	0

	
	
	
	教育委員会
	205

	
	
	
	公安委員会
	153

	
	
	
	計
	649

	
	
	工作物
	都市整備部
	0

	
	
	
	教育委員会
	5

	
	
	
	公安委員会
	8

	
	
	
	計
	13

	
	
	重要物品
	健康医療部
	0

	
	　
	行政財産等計
	　
	816


	会計
	区分
	種類
	部局
	減損損失額
（単位：百万円）

	一般会計
	普通財産
	土地
	政策企画部
	582

	
	
	
	総務部
	869

	
	
	
	府民文化部
	6,904

	
	
	
	福祉部
	1,909

	
	
	
	健康医療部
	871

	
	
	
	商工労働部
	252

	
	
	
	環境農林水産部
	8,626

	
	
	
	計
	20,013

	
	
	建物
	府民文化部
	832

	
	
	
	教育委員会
	109

	
	
	
	計
	941

	
	
	工作物
	府民文化部
	36

	
	　
	普通財産　計
	　
	20,988

	合計
	21,804


　　　
	会計
	区分
	種類
	部局
	減損損失額
（単位：百万円）

	特別会計
	行政財産
	土地
	住宅まちづくり部
	０

	
	
	建物
	住宅まちづくり部
	０

	合計
	０


主なもの
　　　・堺第７－３区ルー２地区（土地）　　　　　　　　　6,051百万円
　　　・元大阪府立婦人会館（土地）　　　　　　　　　　　3,356百万円
　　　・国際交流基金関西国際センター施設用地（土地）　　3,323百万円
（２）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
主なもの
	事項
	期間
	支出予定額

	平成19年度　産業立地促進事業費
【一般会計・商工労働部・企業誘致推進事業】
	平成25年度
～
平成33年度
	　　８０億７７百万円

	平成20年度　産業立地促進事業費
【一般会計・商工労働部・企業誘致推進事業】
	平成25年度
～
平成31年度
	　　　１９億６３百万円

	大阪府道路公社事業資金借入金に対する利子補給
【一般会計・都市整備部・道路事業】
	平成25年度
～
平成42年度
	　　　３０億６４百万円

	平成22年度大阪府住宅供給公社賃貸住宅建設等資金融資利子補給
【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】
	平成２５年度
～
平成26年度
	　　６億２８百万円


（３）繰越事業に係る将来の支出予定額
	区分
	金額

	繰越明許費
	百万円
７２，３０２

	
	一般会計
	４４，４５４

	
	大阪府営住宅事業特別会計
	２４，２４４

	
	流域下水道事業特別会計
	３，６０４

	事故繰越
	１，５６０

	
	一般会計
	１，４９８

	
	港湾整備事業特別会計
	６３

	合計
	７３，８６３


　　　主なもの
        繰越明許費
　　　　　・一般会計　　　　　　　　：街路費9,474百万円、連続立体交差費8,110百万円
　　　　　・大阪府営住宅事業特別会計：管理費10,567百万円
　　　　　　・流域下水道事業特別会計　：流域下水道施設建設費3,566百万円 

　　　　　事故繰越
　　　　　　・一般会計　　　　　　　　：街路費1,424百万円
（４）一時借入金の実績額等
	月別
	借入現在高

	平成2４年
平成2５年
	４月末現在
５月末現在
６月末現在
７月末現在
８月末現在
９月末現在
10月末現在
11月末現在
12月末現在
１月末現在
２月末現在
３月末現在
	百万円
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0


（５）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
　　・平成24年度において、以下の会計の異動（創設・廃止）に伴う債務の移管が行われています。
　　　（移管元）大阪府地域整備事業会計　⇒（移管先）一般会計　　　　　　　　　　47,062百万円
　　　（移管元）一般会計　　　　　　　　⇒（移管先）大阪府営住宅事業特別会計　 412,591百万円
・特別収支の部には、固定資産の価額修正等に伴う過年度修正益（204,323百万円）及び過年度修正損（102,760百万円）をそれぞれ計上しています。

